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はじめに  
 株式会社における企業統治は如何にあるべきか。上場会社の企業不祥事
が表面化する毎にマスコミは大きく取り上げる。改革提案がなされ、その
賛否が一時マスコミを賑わす。そしてマスコミは次に生じた社会的話題に
関心を移し、それに伴い改革論に関する社会人の関心も薄れゆく。改革論
自体は専門家の手に委ねられ、そこでは賛否両論が鋭く対立する。妥協の
結果として落ち着き所の良い改革案が立法提案され、法改正がなされる。
賛成論者は一歩前進を語り、反対論者は実務的実行可能性を評価する。過
去に幾度も見られた旧商法改正の光景と重なる。昨秋に発覚したオリンパ
スを巡る議論も、おそらく同様の経緯を辿ることとなろう。それが民主主
義国家における立法過程の成果であり、その国のその時点における政治経
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済社会の到達可能な現実である。称賛も悲観も不要な現実として受け留め
れば良いだけである。なぜなら、如何なる市場主義社会においても、企業
統治の在り方に完璧な到達点は存しないからである。  
 本稿は、今日、我が国で議論される企業統治の在り方と手法を論ずるた
めに、ひとつの角度として株式会社における取締役の監視義務に係る議論
を取り上げ、その延長線上にある現行法における制度の到達点と課題を鳥
瞰し、若干の私見を覚書として留めることを目的とする。  
 有限会社形態も株式会社として取り込んだ会社法の施行（平成１８年）
により、株式会社の機関構成は多様化されたが、本稿では、旧商法におい
て株式会社形態として規定されていた取締役会・監査役（会）設置会社を
主に議論の対象とする。  
 
１．取締役の一般的義務  
（１）取締役の善管注意義務と忠実義務  
 株式会社の取締役の一般的な義務として、会社法は、旧商法を引き継ぎ、
善管注意義務と忠実義務を定める。取締役と会社の法的関係は委任関係に
ある（３３０条、３２９条１項）ことから、取締役には善管注意義務があ
る（民６４４条）。取締役の忠実義務は、会社法自体が３５５条において
会社法上の義務として規定している。  
 善管注意義務とは、取締役がその職務を行うについては、善良な管理者
としての注意をもって行う義務をいう。この義務は、取締役たる地位にあ
る者に「通常期待される程度」（江頭憲治郎・株式会社法〔第４版〕（２０
１１年、有斐閣）４０３頁）の水準の義務であると解され、「とくに専門
的能力を買われて取締役に選任された者については、期待される水準は高
くなる」（江頭・前掲４０３頁）ことはあっても、低減されることはない
義務である。各個人が有する注意力の程度に依存する注意義務であれば、
2 
 
法律上は「自己の財産に対するのと同一の注意」（民法６５９条）と位置
づけられることになる。善管注意義務は、取締役として尽くすべき注意の
程度を明確にしていることにその本質的意義が認められる。善管注意義務
を 履 行 し て い た か 否 か の 具 体 的 判 断 は 、 経 営 判 断 の 原 則 （ business 
judgment rule）に照らして、「行為当時の状況に照らし合理的な情報収
集・調査・検討等が行われたか、および、その状況と取締役に要求される
能力水準に照らし不合理な判断がなされなかったかを基準になされるべ
きであ」る（江頭・前掲４３７頁）ことになる。判例も、株式会社たる銀
行の取締役には、銀行業の経営に当たる者として要求される専門的な「銀
行の取締役に一般に期待される水準」の善管注意義務が課されることを明
らかにしている（最高裁平成２０年１月２８日判決（判時１９９７号１４
８頁）。最高裁平成２１年１１月９日決定（刑集６３巻９号１１１７頁）
等参照）。そして近時の最高裁平成２２年７月１５日判決は、取締役にお
いて、「その決定の過程、内容に著しく不合理な点がない限り、取締役と
しての善管注意義務に違反するものではないと解すべきである」と判示す
るに至っている (判時２０９１号９０頁 )。  
 忠実義務につき会社法は、取締役は「株式会社のため忠実にその職務を
行わなければならない」（３５５条）と定めるのみであるから、善管注意
義務との関係をどのように理解するかが問われることになる。  
（２）両義務の関係  
 判例は、善管注意義務と忠実義務は、異なる性質の義務ではないと理解
する。最高裁昭和４５年６月２４日大法廷判決（民集２４巻６号６２５頁）
は、忠実義務について、「民法６４４条に定める善管義務を敷衍し、かつ
一層明確にしたにとどまるのであって、‐‐‐通常の委任関係に伴う注意
義務とは別個の、高度な義務を規定したものとは解することができない」
と判示した。この判例の立場では、忠実義務を定めた会社法の規定の意義
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は、民法が定める委任関係に伴う善管注意義務を会社法上の義務として強
行規定とする点に見出される（江頭・前掲４０４頁）。 
 これに対して、学説上は、忠実義務を善管注意義務とは異なる特別な義
務と理解し、すなわち、取締役はその地位を利用して会社の利益を犠牲に
し自己または会社以外の第三者の利益を優先してはならない義務をいう
と解する見解が有力である。この立場は、忠実義務の原型を米国会社法制
上の duty of loyalty に求め、注意義務（duty of care）との相違を鮮明
にする。これに対して、判例を支持する学説からは、これら両義務を峻別
する法制である米国法とは異なり、そのような構造を有しない日本の会社
法においては、法解釈論の整合性に疑問が示されることになる（英米法に
おける議論につき、たとえば神田秀樹・会社法〔第１３版〕（２０１１年、
弘文堂）２０８頁注２参照）。 
 しかし、忠実義務を取締役は会社の利益を犠牲にして自己または第三者
の利益を優先してはならない義務と解する有力説の捉え方の有用性は否
定すべくもない。今日、会社法の教科書として最も影響力のある書籍にお
いても、忠実義務につき、その用語法の利便性に着目して「取締役・会社
間の利害対立状況において私利を図らない義務」として捉えている（江
頭・前掲４０４頁）。 
 むしろ、法解釈論として、特別な要件・効果を付与せずとも、忠実義務
は、善管注意義務とは異なる義務として把握する議論は、今後の会社法お
よび金融商品取引法の解釈論に重要な論理的基盤を提供することになる
と考えるが、本稿の課題に直接関わらないので、これ以上は論及しないこ
とにする。 
 
２．取締役の監視義務 
（１）善管注意義務と監視義務 
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 取締役が善管注意義務違反に問われるのは、「他の取締役・使用人に対
する監督（監視）義務違反を含む取締役の不作為（懈怠）につき問題とな
るケースが多い」と言われる（江頭・前掲４４０頁）。取締役の監視義務
は、「他の代表取締役または取締役の行為が法令（善管注意義務・忠実義
務の一般的規定を含む）・定款を遵守し適法かつ適正になされていること
を監視する義務」と解される（神田・前掲２０９頁）。監視義務という用
語には、必ずしも良い言葉の響きがないことから、監督義務という表現に
置き換えることが適切であるが、後述するように、判例が従来の学説上の
用語法を採用して「監視」という表現を用いていることから、会社法上の
議論においては一般に監視義務と呼ばれる。 
 監視義務は、善管注意義務から派生すると解する見解もあるが、通説・
判例（後述する最高裁昭和４８年５月２２日判決（民集２７巻５号６５５
頁）は、取締役会の一構成員たる地位に由来すると解している。 
（２）代表取締役の監視義務 
 代表取締役は、業務執行権（３６３条１項１号）と代表権（３４９条４
項）を有するから、他の代表取締役および取締役の行為を監視する義務を
有することは明らかである。そのため、代表取締役については、特段、監
視義務を論ずる必要性が乏しいから、殊更に監視義務と言わずとも、当然
に監視義務がある。最高裁昭和４４年１１月２６日大法廷判決(民集２３
巻１１号２１５０頁)は、監視義務という文言を使用していないが、「代表
取締役が、他の代表取締役その他の者に会社業務の一切を任せきりとし、
その業務執行に何等意を用いることなく、ついにはそれらの者の不正行為
ないし任務懈怠を看過するに至るような場合には、自らもまた悪意または
重大な過失により任務を怠ったものと解するのが相当である」として、第
三者に対する責任を肯定している。代表取締役の監視義務は、他の代表取
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締役以外の取締役に対しても認められ、また代表取締役は、全般的な業務
執行権限を有するから、使用人に対する監視義務も当然に有する。 
（３）業務執行取締役の監視義務  
 業務執行取締役は、取締役会決議によって、業務執行権限が付与された
取締役をいう（３６３条１項２号）。したがって業務執行取締役は、自ら
が担当する業務執行分野においては、使用人に対する監視義務を負うが、
その他の点については後述する取締役と同様である、  
（４）取締役の監視義務  
 代表取締役や業務執行取締役以外の取締役は、代表取締役や業務執行取
締役を含む全ての取締役に対する監視義務を負う。  
前掲最高裁昭和４８年５月２２日判決は、「取締役会を構成する取締役
は、会社に対し、取締役会に上程された事柄についてだけ監視するにとど
まらず、代表取締役の業務執行一般につき、これを監視し、必要があれば、
取締役会を自ら招集し、あるいは招集することを求め、取締役会を通じて
業務執行が適正に行われるようにする職務を有するものと解すべきであ
る」ことを判示した。この判決により、第１に、監視義務は、取締役会の
構成員としての義務であること、第２に取締役の代表取締役に対する監視
義務が認められることが明らかとなり、第３にその監視義務は、取締役会
上程事項に対する監視義務（受動的監視義務）に限らず、取締役会上程事
項以外の事柄に対する監視義務（能動的監視義務）も認められ、第４に監
視義務の内容としては調査義務と是正義務があることが示されたことに
なる。その後、最高裁昭和５５年３月１８日判決（判時９７１号１０１頁）
では、名目上の取締役として就任することが会社との間で合意された、い
わゆる名目的取締役であっても、監視義務を負うことが示されている。取
締役は、他の取締役に対する監視義務も認められる（神田・前掲２０９頁
注３）。  
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 これに対して、下級審裁判例には、名目的取締役が報酬も一切受けない  
場合には、重過失による任務懈怠が認められないとして、取締役の責任を
否定するものが少なくなかった。これは、旧商法下では、会社の規模が小
さくとも株式会社には３人以上の取締役が制度上義務づけられていたこ
とがその背景にあったことが推測されるが、「株式会社の機関構成の自由
度が増大した会社法の下で名目的取締役に就任した者については、再び厳
しい判断がなされる可能性も否定できない」（江頭・前掲４７３頁）こと
に留意する必要がある。  
（５）取締役の是正義務  
 前掲昭和４８年判決は、監視義務の一内容としての是正義務につき、必
要があれば、自ら取締役会を招集するかまたはその招集を求めることを要
求している。しかし招集された取締役会において発言しても、取締役会が
何らの措置も講じなかった場合には、取締役会の招集を求めた取締役は次
に如何なる行動をなすことが必要となるかが問題となる。  
当該取締役は、是正義務を履行し取締役会が招集されたならば免責され、
後は取締役会が判断すべきであるから、当該取締役が取締役会において発
言しても仮に取締役会が何らの措置も取らないことを決定したならば、当
該取締役の善管注意義務違反は生じないと考えることになるであろうか。
当該取締役には更なる行動が要求されると解するのが、主要な学説上の理
解である。江頭教授は、山田教授の文献を引用しつつ、「その取締役の能
力等により違いはあり得るが、弁護士に相談する、事実を公表すると代表
取締役を脅す、あるいは辞任する等しなければ任務懈怠となる場合もある
と解すべきである」（江頭・前掲４４０頁注 (5)）と捉える。弁護士等の専
門家に相談し、その助言を信頼したという場合において、はじめて「当該
専門家の能力を超えると疑われるような事情があった場合を除き、善管注
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意義務違反とならない」（江頭・前掲４３８頁注 (2)）と解されることにな
る。  
（６）監視義務から内部統制へ  
 取締役に課される一般的義務として監視義務が判例上認めれれること
により、他の代表取締役あるいは取締役の行為が法令・定款を遵守して適
法・適正に遂行されることが担保されることになる。しかし、監視義務が
認められるだけでは、他の代表取締役等の違法あるいは不適切な行動を的
確に監督するには不十分であることも明らかである。会社の規模が大きく
なれば、直接的な監視・監督が及ばない局面が増大するすることも明らか
であるからである。そこで、ある程度以上の規模に達した会社においては、
法令遵守体制を含む「健全な会社経営のために会社が営む事業の規模・特
性等に応じたリスク管理体制（いわゆる内部統制システム）を整備する必
要がある」（神田・前掲２１０頁）ことになる。  
 
３．内部統制システム構築義務  
（１）会社法における内部統制システム構築義務  
 旧商法下において、相当数の下級審判決により内部統制システム構築義
務が肯定されてきた（大阪地判平成１２年９月２０日・判時１７２１号３
頁等）。会社法は、取締役会設置会社では取締役会の決議により（３６２
条４項６号）、取締役会非設置会社においては取締役の過半数をもって（３
４８条２項、３項４号）、内部統制システムに関する決定をすることがで
き、大会社においては、その決定を義務づけている（３４８条４項、３６
２条５項）。  
 もっとも、大会社において義務づけられるのは、決定することであり、
内部統制システムを構築することそれ自体が義務づけられるわけではな
い。法が要求しているのは、「業務の適正を確保するための『体制そのも
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の』ではなく、その『体制の整備』についてである」（相澤哲ほか編著・
論点解説  新・会社法（２００６年、商事法務）３３４頁）からである。
しかし、整備していなければ、取締役は善管注意義務違反として任務懈怠
責任が問われる可能性がある（相澤ほか・前掲３３４頁）。また、内部統
制システムを構築しても、それが適切に運用され機能しているかは、善管
注意義務との関連で問題となる。  
（２）経営判断の原則との関係  
 内部統制システムの構築に際して、どの程度の水準のシステムを構築す
るかにつき、経営判断の原則が適用されるか否かも問題である。どの程度
のリスクを許容するかは、経営判断の問題であると解すれば、経営判断の
原則の適用があると解することになる。他方、最低水準のシステムの構築
には同原則の適用はなく、その「最低水準を超えてどこまで充実させるか
という点に経営者の裁量が働くと考えるべき」（野村修也・会社法判例百
選〔第２版〕（江頭憲治郎ほか編、２０１１年、有斐閣）１１３頁）と解
する見解が有力である。この見解に対しては、内部統制システムの「範囲
が広範で基準等も少ないため、何が最低限の水準かの判断がより難しいで
あろう」（青木浩子・会社法の争点（濱田道代・岩原紳作編、２００９年、
有斐閣）１５３頁）との指摘がなされる。このような困難性が伴うことは
否定できないものの、取締役の監視義務の限界を考慮すれば、会社はそれ
ぞれの規模・業種・状況に応じて、適正な業務運営を確保する必要がある
から、適切な内部統制システムの基盤整備を決定するについては、経営判
断の原則の適用はないと解することが妥当である。  
 構築された内部統制システムが、会社の業務の適正を確保するために不
十分であった場合には、そのシステムの構築の決定に関与して取締役は、
善管注意義務違反に基づく任務懈怠責任（４２３条１項）を問われること
がある（相澤ほか・前掲３３５頁）。  
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（３）内部統制システムの運用と善管注意義務の連関  
 内部統制システムの構築が適正になされていても、その運用が適切に行
われず、実際に機能させていなかった場合には、取締役は、善管注意義務
違反による任務懈怠責任（４２３条１項）を問われる可能性が生じる（相
澤ほか・前掲３３５頁）。運用義務違反の問題である。  
 ところで、この運用面においては、信頼の原則（取締役の信頼の権利あ
るいは信頼の保護）をどのように解するかが重要となる。「相当なる内部
統制システムが外形上問題なく機能している場合には、あえて疑念を差し
挟むべき特段の事情がない限り、他の役職員がその報告どおりに職務を遂
行しているものと信頼することが許されるべきもの」（野村・前掲１１３
頁）と解される。また、「他の取締役・使用人等からの情報等については、
とくに疑うべき事情がない限り、それを信頼すれば善管注意義務違反にな
らないのが原則であ」り、同様に「弁護士・技師その他の専門家の知見を
信頼した場合には、当該専門家の能力を超えると疑われるような事情があ
った場合を除き、善管注意義務違反とならない」（江頭・前掲４３８頁注 (２ )）
と指摘されている。  
（４）内部統制システムと監視義務の連関  
 そこで、内部統制システムの構築と取締役の監視義務の連関はどうよう
に解されるかも重要な論点となる。当該システムの構築が要求されない場
合には、直接的に監視できない不祥事については責任を問われることは少
なくなるが、当該システムの構築が要請される場合には、その構築の不備
（体制整備義務違反）あるいはその運用の不備（運用義務違反）について
監視義務違反の問題が顕在化し、「監視義務の水準が高くなる」（青木・前
掲１５３頁）ことがあり得ることになる。  
 この点については、あるべき制度が何かという「制度の相当性」につい
ての判断が比較的容易な場合には、「監視義務の履行も比較的容易な場合
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が多いように思われる」（青木・前掲１５３頁）と指摘される。青木教授
は、裁判例を分析し、具体的には、①内部者取引や情報漏洩等の反復かつ
類型化しやすい違反、②業務の特性上、厳格な法令遵守が求められる場合、
③業法等が監視内容を具体的に規定する場合、④会計規制が直接に及ぶ粉
飾事件などは、比較的判断しやすい場合に当たることを指摘する（青木・
前掲１５３頁）。これに対して、制度の相当性の判断が比較的困難な場合
として、①リスク管理体制のように経営判断に係る程度の高い場合や②贈
賄やカルテル規制違反などの組織的犯罪の場合を指摘する（青木・前掲・
１５３頁）。  
 
４．社外取締役義務化論  
（１）企業統治の強化と社外取締役  
 上述のように、企業統治の強化は、取締役の義務の側面から見れば、取
締役の監視義務あるいは内部統制システムの構築を通じて図られてきた
が、昨秋に発覚した上場企業の不祥事を契機として更なるその強化策とし
て、社外取締役設置義務化論が生じた。現行の会社法制度あるいは判例理
論では、企業統治の客観性・透明性の確保は十分とはいえず、日本の企業
あるいは証券取引市場に対する国際的信認の向上を図るためにそれが必
要であるとする議論である。  
 以下では、現行制度とその改革論をまとめ、私見として、求められる社
外取締役の資質および課題を指摘することにする。  
（２）会社法における社外取締役  
 会社法は、社外取締役を二つの場面においてのみ要求している。第１は、
取締役会設置会社において、特別取締役制度を活用する場合に１名以上の
社外取締役が要求される（３７３条１項２号）。第２は、委員会設置会社
において、取締役３人以上で構成される各委員会委員の過半数は社外取締
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役であることが要求される（４００条１項、３項）。  
社外取締役の要件は、①現在、その会社または子会社の業務執行取締
役・執行役・使用人でなく、かつ②過去において、その会社または子会社
の業務執行取締役・執行役・使用人となったことがないことである（２条
１５号）。したがって、会社法上は、親会社や主要な取引先の取締役も、
社外取締役の要件を満たすことになり、社外性の要件は緩やかである。  
なお、監査役設置会社である公開会社たる大会社は、監査役会を設置し
なければならず（３２８条１項）、３人以上の監査役のうち半数以上は社
外監査役であることが要求されている（３３５条３項）。  
（３）東証規則における独立役員  
 そこで、東京証券取引所は、平成２２年３月１日以降に終了する事業年
度に係る定時株主総会後、上場会社に対して独立役員１名以上の設置を要
求した（東証有価証券上場規程４３６条の２第１項）。独立役員とは、「一
般株主と利益相反が生じるおそれのない社外取締役又は社外監査役をい
う」（同項）が、親会社や主要取引先の業務執行者や当該上場会社から多
額の報酬を得ている弁護士等の社外取締役は、独立役員から除外されてい
る。  
（４）会社法制の見直しに関する中間試案  
 会社法の見直しを検討してきた法制審議会会社法部会の審議状況を踏
まえて、法務省民事局参事官室は、平成２３年１２月に「会社法制の見直
しに関する中間試案」を公表した。この中で、社外取締役制度の強化が提
案されている。平成２３年秋に表面化した上場会社の不祥事に際して生じ
た社外取締役強化論は、この追い風となったと見ることもできよう。  
 この中間試案では、社外取締役の選任の義務付けに関して、①公開会社
である大会社あるいは②有価証券報告書の提出を要求される株式会社に
つき、１人以上の社外取締役の選任を義務付けるか、③現行法を見直さな
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い、の３案が提示された（同１頁）。  
 また、社外取締役の要件の厳格化について、①親会社の取締役若しくは
執行役又は支配人その他の使用人でないものであること、②株式会社の取
締役若しくは執行役又は支配人その他の使用人の配偶者又は２親等内の
血族若しくは姻族でないものであることを追加することが提案され（同４
頁）、そのような見直しをする場合には、社外取締役の要件として、就任
する前の全期間ではなく、就任前１０年間における株式会社等との関係に
よるものとすることが提案されている（同４－５頁）。  
（５）東証規則の改正提案  
 東証は、独立役員の監視機能を強化するため、上場規則を見直すことが
報じられた（日本経済新聞平成２４年１月４日朝刊３頁）。それによると、
１月末にも規則の改正案を公表し、速やかに実施したい模様である。  
 具体的には独立役員の役割について指針を作成し、①独立役員間で定期
的に会合を持ちトップの暴走がないかをチェックする、②会社の経営に懸
念がある場合には取締役会などで報告することを求める、③独立役員に内
部情報が伝わるようにサポート体制の整備を求めることを要求するよう
である。また、独立役員の独立性要件を厳格化し、資金面で結び付きがあ
る企業や団体・主要な取引先から派遣されていたり、企業が相互に役員を
派遣している場合には、株主総会招集通知で開示することを義務付ける模
様である。  
（６）社外取締役の資質と課題  
 上述したように、社外取締役あるいは独立役員に関する設置義務付けお
よび要件厳格化が急遽、提案され、我が国の企業統治の実効性の向上に向
けた議論が進捗する模様である。  
 社外取締役設置義務化論は、企業統治の客観性・実効性確保に資する効
果は一般論としては認められるが、その議論への過度の依存あるいは信頼
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は、企業統治の脆弱性をもたらすリスクを招来することへの周到な配慮も
必要となることにも留意することが肝要である。  
①社外取締役の資質  
 基本的には、社外取締役の資質を的確に吟味し、そのような資質を有す
る人材を企業が自由に選択できる状況の確保が殊更に重要となる。  
 これらを念頭において、制度のあり様の検討の前提として、社外取締役
の資質に関して筆者が考えるところをまとめておきたい。その資質を数え
上げれば、相当数に及ぶ。たとえば、一般的に、企業経営上の情報収集力、
分析力、判断力、決断力、実行力において優れた能力が求められることは
当然であるが、それを前提として、必須事項と考えられる以下の諸点を指
摘したい。  
 その資質の第１は、当然のことながら、卓越した経営判断力が一般的に
求められる。企業経営のリスクを代表者として執ってきた経営者には、そ
の資質は一般的には認められよう。また、企業経営に限らず、団体等の経
営を託され、的確に実践してきた者にも、経営判断力を備えている人材は
認められる。第２は、その企業の属する業種や業態及びその関連業種に関
する基本的理解が必要である。これなくしては、結局、蚊帳の外の人材で
しかなく、的確な判断を期待をすることは困難となる。企業統治の脆弱性
を孕むポイントである。第３は、法制とりわけ会社法制を理解しているこ
と、上場会社であれば、さらに金融商品取引法に対する基本的理解を有し
ていることが求められる。これらの法制は、他の法分野と比較すると、頻
繁に改正がなされるから、常にアップツウデイトされた法制とその運用状
況を理解していることが必要となる。法的な対応を要する場合を考えれば、
これらの法制に関する情報や理解を弁護士等の専門家に一任しておく対
応では、統治の脆弱性が拡大する。第４は、経営者としての使命感と倫理
感を備えていることが必要である。この点を強調すると、それは精神論で
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あり、「日本は、精神論で企業統治を語る傾向がある珍しい国だ」と批判
（水野裕司「経営の視点」日本経済新聞平成２３年１２月２６日朝刊９頁）
されることがある。しかし、この使命感や倫理感を単純に精神論として捉
えることは論理の飛躍であり、適切な批判とは考えられない。なぜなら、
企業経営において、経営者はしばしば「清濁併せ飲む」決断を迫られるが、
その際、超えてはならない一線を見極め、法的規制に抵触しない対応を判
断しその遂行を指示するには、確固たる使命感と倫理感が必要となるから
である。第５は、身を賭してでも推進する行動力・実行力が必要である。
如何に見識があり分析力・判断力があっても、これが伴わなければ、企業
統治は画餅となる。  
 しかし、社外取締役に求められるこれらの資質を有する人材は、必ずし
も多くはないのが実情であろう。たとえば、多少過言となることを敢えて
恐れずにいえば、自己が所属する企業や団体の経営陣を想起すれば、上述
した資質に疑問符が付く人物を見出すことはそれ程困難ではあるまい。社
外取締役設置義務化論に潜む企業統治の脆弱性の要因がここにある。これ
に対して、主要諸国では社外取締役制度が一般的に定着していることに鑑
がみれば、日本市場の信認を確保するためにも、「企業統治の『形』をつ
けること」（水野・前掲９頁）の重要性も指摘される。この議論は、「企業
統治の強化を行動で示すことは重要」（水野・前掲９頁）であるという意
味において適切である。しかし、それは、形を付けることではなく、実体
を備えることによって実現されるべきである。さもなくば、企業統治の形
骸化をもたらし、結局は統治の脆弱性から統治の劣化を招来するリスクを
生むことが危惧される。  
②企業統治の実効性の確保  
 それでは、社外取締役設置義務化論に関連して、どのような現実的対応
を考えるべきか。それは、一言でいえば、企業統治の実効性を向上させる
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方途を示すことであり、社外取締役を義務化することとは必ずしも一致す
るものではない。  
第１に、監査役設置会社を存続させる限り、監査役・監査役会の機能を
拡充する方式が模索されてよい。その意味では、法務省の中間試案で示さ
れている監査役・監査役会の監査機能の強化は、基本的に妥当である。監
査役制度は、欧米諸国には存しない制度であるが故に、対外に説得的に説
明しづらいとの批判を受けることがあるが、情報化社会たる今日では、諸
外国の企業実務関係者にこの制度に関する理解が及んでいないわけでは
ない。日本の企業法制上、企業統治の一類型として進捗せしめてきたこの
制度を機能的に強化する方策は模索されるべきである。社外監査役候補者
の人選は、社外取締役の場合よりは、容易であろう。なぜなら、弁護士や
公認会計士等の専門家も十分に候補者たり得るからである。  
 第２に、社外取締役制度を義務化する場合には、有価証券報告書提出会
社に限定することが妥当である。人材確保の観点から見れば、これとても
十分に対応が可能かには疑問を払拭できない。しかし、社外取締役の候補
者を広く世界に求めることは、有価証券報告書提出会社レベルでは可能性
は低くはないと思われる。また、女性人材を積極的に登用することを真剣
に模索すべきである。  
 第３は、企業統治の実効性を高める方途として、コンプライアンス委員
会を活用することも重要であろう。企業が任意に選択し得る方策であり、
かつ企業統治の実効性を強化する手法として捉えることが可能である。コ
ンプライアンス委員会を設置している企業では、同委員会には概ね社外委
員を配置し、社外委員として企業経営経験者、弁護士、公認会計士及び学
識経験者等の多彩な人材を活用することによって、統治の実効性を確保し
ている。  
 いずれにしても、当該企業がその情報を株主・投資家に適切に開示する
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ることは重要となる。  
 
おわりに  
 本稿では、取締役の監視義務および内部統制システムに関する判例およ
び実務的解釈についてまとめ、社外取締役制度の義務化論に関連して、社
外取締役の資質および今後の課題について私見を覚書として書き留めた。
監査役会制度については、さらに詳細に検討する必要があるが、他日を期
すことにする。なお、東証が提案している独立役員に関する新たなルール
については、上述したように、今年１月末に正式に公表される予定のよう
であるが、その検討も別稿に委ねざるを得ない。  
 
 
